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と　き　令和 8 年 2 月 19 日（木）15：35 ～ 16：00と　き　令和 8 年 2 月 19 日（木）15：35 ～ 16：00

ところ　山口県医師会 6 階　会議室ところ　山口県医師会 6 階　会議室

開会挨拶
加藤会長　本日は令和 7 年度第 2 回郡市医師会
長会議にご出席いただき、感謝申し上げる。郡市
医師会長の先生方が中心となってそれぞれの地域
で医療・介護を支えていただいていることに、改
めて感謝申し上げる。
　昨年は医療機関等の経営危機に対し 1.4 兆円の
支援が行われ、12 月に診療報酬本体が 3.09% と
いう 30 年ぶりの高い改定率となった。これは昨
年の春から骨太の方針に「高齢化による増加分に
相当する伸びに経済・物価動向等を踏まえた対応
に相当する増加分を加算する」とされ、また、7
月にあった参議院選挙では、釜萢先生が医療・介
護・社会保障関係でトップ当選されたことがあっ
た。また、11 月には、皆様にもご参加いただい
たが、「国民医療を守る総決起大会」を開催し、
県に対して国への意見書を提出した。そういった
一連の医師会、あるいは医療関係団体の動きが奏
功して、診療報酬の本体が 3.09% のアップにつ
ながったと思っている。
　財務省は当初、0.55% 程度のアップを提示した
ようだが、交渉を行い、最後は高市総理が 3.09%
ということで決着したとのことである。これは松
本日医執行部をはじめ、医師会の総力を挙げた要
望が通じたと思っているので、これまで積み上げ
てきた政治的な動きも大切であることを改めて感
じている。
　今年に入って中医協の議論を経て、診療報酬の

内容がほぼ決まってきたが、松本日医会長は、従
来は「メリハリ」を基に、どこかを「ハリ」で増
やせば「メリ」でどこかを削るという対応がなさ
れてきたが、今回の改定では診療所は少し「ハリ」
があり、病院に対しては中程度の「ハリ」がある
というような表現で言われていた。
　本日は中央情勢報告として都道府県医師会長会
議での協議の報告、それからベースアップ評価料
申請のお願いの説明を行う予定にしている。郡市
医師会より質問は出ていないが、どのようなこと
でも構わないので、先生方の地域で困っている課
題に対して、要望や意見があれば言っていただけ
れば、真摯に回答したいと思うので、よろしくお
願いしたい。県医師会も変化することを恐れず、
絶えず最適化された組織でありたいと思ってい
る。

議題
1．都道府県医師会長会議について

（1）第 2 回（10 月 21 日）
加藤会長　第 2 回の都道府県医師会長会議は「有
料職業紹介事業」をテーマとして開催された。進
行役は間中山形県医師会長が務められた。埼玉県
医師会からは手数料の高騰や短期離職、ミスマッ
チなど共通した問題が多いと指摘され、医療分野
の適正認定事業者は全国で 40 社あるが、それ以
外の多数の業者は不透明な実態を抱えていると主
張された。富山県医師会は医療機関の経営が厳し
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い中で、限りある公的財源が高額な紹介料として
民間有料職業紹介事業者に流出している現状を問
題視されていた。岐阜県医師会は急な欠員補充の
ために有料職業紹介を利用せざるを得ない現状が
あることを説明され、京都府医師会は無料職業紹
介やハローワークでは人材が見つかりにくく、医
局からの派遣も機能しなくなってきている実情を
説明された。徳島県医師会は有料職業紹介事業者
のモラル欠如と短期離職の多さが最大の問題と指
摘された。3 割程度の手数料が必要な場合や 6 か
月ですぐに辞めるという、ひどい状況がどこで
もあるのではないかと思う。佐賀県医師会は病院
の 85% が有料職業紹介事業者を利用していると
報告され、日医が信頼できる紹介事業者と協力し
て全国的な枠組みを構築するよう求めた。
　これらの意見に対し、今村日医常任理事が回答
され、（1）会員・医療機関・求職者に対する広報、
周知活動の強化、（2）悪質事業者への対策、（3）
さらなる規制強化、適正化に向けた国への要求、

（4）公的職業紹介の活用、（5）好事例の収集・
横展開、（6）日本医師会ドクターバンクと地域
ドクターバンクの業務提携、等を行っていくとい
う回答があった。
　私はハローワーク等は今の時代にマッチしない
のではないかと考え、スマートフォンのアプリで
申し込みができるような態勢にしてほしいと要望
した。
　有料職業紹介事業者に関してはどこも恐らく、
仕方なく利用されていると思うが、解決していか

なければ医療機関の経営圧迫になるので、ドク
ターバンクだけではなく、ナースバンクなど他の
業者のバンクも日医が責任持って作ってもらいた
いと思っている。
　※詳細については『日医ニュース』第 1539 号
　　をご参照願いたい。

（2）第 3 回（1 月 20 日）
加藤会長　第 3 回の都道府県医師会長会議のテー
マは「周産期医療提供体制を巡る課題と出産費
用のあり方」で、森本島根県医師会長が進行され
た。青森県医師会では分娩施設も減っているが人
口も減っており、意図せず集約化が進んでいるこ
とを報告された。福島県医師会では、東日本大震
災の影響により人口が減少し、分娩施設も半減し
たことから産科医が足りず、激務にならざるを得
ない状況を説明された。その上で、分娩の報酬が
一律に決められ、もしそれが労働に見合わなけれ
ば、産科医の撤退や周産期医療を選択する若い医
者がいなくなる懸念があると言われていた。愛知
県医師会は、妊婦には多様な出産の選択肢を用意
すべきだが、出産を保険適用化することで民間医
療機関がなくなれば、妊婦は周産期母子医療セン
ターを有する総合病院の産科病棟しか選べなくな
るとして、日医に対し出産の保険適用化・無償化
に反対の立場を取るよう求めた。政府は出産費用
の無償化という方針を出しているので、これが議
論された。香川県医師会は出産費用を保険適用と
するのではなく、出産育児一時金を現状より引き
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上げるのが現実的という見解を
述べられた。熊本県医師会は出
産費用の無償化を具体化するに
あたっては慎重な検討が必要で
あるとした。
　全体討論では、出産費用の無
償化により、中小の医療機関が
撤退を余儀なくされるとの懸念
が相次いだほか、主に助産師が
介助する正常分娩を医療行為と
して一律に評価することの疑義
や、出産育児一時金を 100 万
円に引き上げる提案がなされ
た。松本日医会長は、日本産婦人科医会・日本産
科婦人科学会の意向を尊重しつつ、国の審議会等
で引き続き意見を述べていきたいとのことで、国
が方針を出して、妊産婦が無償化というメリット
があっても、産科医がきちんと守られるようなこ
とでなければこの制度はうまくいかない。その 2
つがうまくマッチするように慎重に協議していく
と述べられた。愛知県医師会は保険適用化を反対
する立場だったが、政府は無償化という方針を出
しているので、どのようにして折り合いを付ける
か、現場の産婦人科医の意見を尊重する方向でま
とめたいという話であった。
　※詳細については『日医ニュース』第 1545 号
　　をご参照願いたい。

2．郡市医師会からの意見要望
加藤会長　過去の本会議で要望が出された、福祉
医療費の社保分を国保に再度申請をしなければな
らないという問題だが、令和 8 年度から実施予
定だったが、市町のシステム改修がうまくいって
おらず、令和 9 年度にずれ込むという回答を得
ているので、ここで報告させていただく。

3．ベースアップ評価料の届出について
伊藤専務理事　日医からの 1 月 28 日付、2 月
12 日付の通知「2 月中のベースアップ評価料の
届出の検討」という内容について説明する。
　ベースアップ評価料は、1 月 14 日に中医協が
発表した資料によると、病院は約 90% が届け出
ているが、有床診療所は 50%、医科診療所では

40% に留まっている。令和 8 年度の診療報酬改
定では、ベースアップ評価料が見直され、令和
7 年度以前から届け出ている医療機関と、令和 8
年度から届けている医療機関では、算定できる点
数に差が付く見込みである。具体的には、ベース
アップ評価料を届け出ていれば、令和 7 年度ま
では初診料に 6 点、再診料に 2 点が加算される
が、令和 8 年度の初診料は令和 7 年度分の 6 点
に加え、令和 8 年度分の 11 点が加わり、17 点
が加算され、再診料は令和 7 年度分の 2 点に加え、
令和 8 年度分の 2 点が加わり、4 点が加算される。
さらに、令和 9 年度においては、令和 6、7、8
年度分の 17 点に加えて令和 9 年度分の 13 点が
加わり、40 点が加算され、再診料では同様に令
和 6、7、8 年度分の 4 点に加えて令和 9 年度分
の 6 点が加わり、10 点が加算される。
　また、令和 8 年 3 月 1 日時点でベースアップ
評価料を届け出ている医療機関に対して、有床診
療所（医科・歯科）では許可病床数× 72 千円、
無床診療所では 1 施設に対して 150 千円の給付
金が支給される。
　併せて、「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）」
を届け出ている診療所のうち、「外来・在宅ベー
スアップ評価料（Ⅱ）」の算定も可能な診療所に
ついては、2 月中の届出をお願いしたい旨の通知
も日医から出されている。令和 8 年度の診療報
酬改定では、「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）」
の評価のあり方が見直され、「外来・在宅ベース
アップ評価料（Ⅱ）」を「令和 8 年度から算定を
開始する医療機関」と、「令和 7 年度以前より算
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定している医療機関」とで、算定できる点数に差
が生じるためである。
　本通知は日医より直接各郡市医師会へも通知さ
れており、すでに会員医療機関へ周知済であると
思われるが、まだ届出を出されていない場合には

積極的に届出を行っていただくようお声がけをお
願いしたい。

加藤会長　ぜひともベースアップ評価料を取って
いただきたい。

　令和 8 年 2 月 19 日の 15 時 35 分より山口県
医師会 6 階の会議室にて開催された令和７年度
第 2 回郡市医師会長会議に出席した。まずはじ
めに加藤会長より挨拶があった。医療機関の経
営危機に対して診療報酬等のアップがなされた
ことなどが挙げられ、そこに至る過程として医
療関係団体の動きが大きく奏功したとのお話が
あった。政治の中でもいろいろと駆け引きはある
ようだが、国民の健康を守る医療を提供している
医療機関としては安定した経営を持続させなけ
ればならない中でここ数年の物価高騰を考える
と、なんとか現状に見合ったものに近づいてくれ
たかとは思う。
　続いて 1 つ目の議題である都道府県医師会長
会議報告が加藤会長よりあった。10 月 21 日に
開催された第 2 回の都道府県医師会長会議では

「有料職業紹介事業」がテーマとなっており、各
都道府県医師会よりたくさんの意見があったと
のことであった。やはりどの医師会からも手数料
の高騰や早期の離職、ミスマッチなどが問題点と
して挙がっていたようである。私自身も肌で感じ
る部分は多く、事業者と従業員が互いに安心・安
全に医療サービスを提供するためには現状の紹
介事業ではままならないなと正直思う。問題点は
多々あると思われるので、場合によっては官民で
体制を作っていく必要があるのではないかと個
人的には思うところである。次に 1 月 20 日に開
催された第 3 回の都道府県医師会長会議では「周
産期医療提供体制を巡る課題と出産費用のあり
方」がテーマとなっており、これに対してもさま

ざまな意見が出たようである。国の方針としては
出産に対して保険適用もしくは無償化を目指そ
うとしている中で、産婦人科学会としてはそう
なった際に医療機関の撤退も余儀なくされ、産科
医としての負担がさらに増えることになるとの
懸念があるとの考えであるようで、着地点がまと
まらないとのことであった。やはり安心して子供
を出産できるということは大前提になってくる
と思われるので、いろいろな事情がある中で、産
科医にとっても、子を産む家族にとっても安心で
きる医療体制を整えてもらいたいものである。
　次に 2 つ目の議題として郡市医師会からの意
見要望として、福祉医療費の社保分が国保の方に
申請し直さなければならないという問題点が挙
げられたが、システム上もう少し時間がかかると
の答えであった。
　続いて 3 つ目の議題としてベースアップ評
価料の届け出について伊藤専務理事から説明が
あった。まだまだベースアップ評価料を取ってい
る医療機関が少ないが今後加算も上がるとのこ
とで積極的に加算を取るようにしてもらいたい
との話であった。ベースアップ評価料としてでは
なく診療報酬自体を上げていただけたらとの話
もあり本当にそのとおりだと思った。
　以上議事進行し加藤会長のあいさつをもって
閉会となった。物価高、人件費高騰に振り回され
ている中で私たち医療を成す事業者として課題
はとても多いが与えられた権利に対してアンテ
ナをしっかり立てて対応していかなければなら
ないと思わされた会議であった。
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